予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　学力向上総合推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　学校支援課　教科教育第二係　電話番号：058-272-1111（内3698）
E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　5,668千円（前年度予算額：5,925 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,925
	0
	0
	0
	0
	0
	222
	0
	5,703

	要求額
	5,668
	0
	0
	0
	0
	0
	222
	0
	5,446

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・教員の指導力の向上と２１世紀の岐阜県を担う児童生徒の学力を育成するための指導方法と教材の研究を行い、興味・関心や優れた能力をより一層伸ばすセミナーやコンテストを実施する。
（２）事業内容

①授業改善アクションプラン
・小・中・高等学校の各教科において、学習指導要領のねらいを実現するための授業について、研究委員会を設置したり、先進的な実践事例を収集したりするなどし、実践研究を進める。

・研究に当たっては、学校校種間及び各種研究団体と連携を図り、理数教育、伝統や文化に関する教育、職業に関する教育等を充実し、各教科・科目の目標を達成する具体的な指導方法や教材について研究する。
②個性伸長事業
・児童生徒の関心や意欲を高め、個性を伸ばし、活用する力を育成するために日頃の成果を発表する場を提供する。

　　　・高校生のための国語力セミナー　・社会科作品展

・高校数学セミナー　　　　　　　・科学作品展

・中学生ものづくりコンテスト　　・工業高校生ものづくりコンテスト

・「科学の甲子園」岐阜県大会
・「科学の甲子園ジュニア」岐阜県大会　　　　　　　等

（３）県負担・補助率の考え方
　　・県内の教員の指導力向上と県内の児童生徒の学力を育成するための事業で

　　 あるので、県で負担することは妥当である。

（４）類似事業の有無

　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	593
	講師謝金等

	旅費
	1,757
	学校訪問、研究員会、委員会等にかかる旅費

	消耗品費
	1,344
	教材開発、授業記録、賞状、記念品等に係る消耗品費

	印刷製本費
	722
	研究紀要、作品集録の印刷製本、表彰状等の筆耕印刷

	役務費
	211
	原稿等の送付、賞状への筆耕

	保険料
	72
	傷害保険

	委託料
	804
	会場設営、診断テストの実施採点等に係る経費

	使用料及び賃借料
	165
	レンタカー、トラック借り上げ、会場使用料、機器資材運搬

	合計
	5,668
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・第２次岐阜県教育ビジョン

基本目標１　確かな学力の育成と多様なニーズに対応した教育の推進

（１）確かな学力の育成

取り組むべき主な施策

①学ぶ意欲を高め、基礎的・基本的な知識・技能を習得し、思考力・判断力・表現力を育成する教育の推進

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　学習指導要領の趣旨を実現し、児童生徒に確かな学力を身に付けさせるために、学力を「基礎的な知識・技能」、「知識・技能を活用して課題を解決するための思考力・判断力・表現力」、「自ら学ぶ意欲や態度」と捉え、一人一人の学力向上に努めます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	一人一人の児童生徒の確かな学力を育成するために、多様な個性の伸長を図るとともに、全教科において取り組む事業であるため、特定の指標を設定し、達成度を示すことにそぐわない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・授業改善アクションプランの各委員会の開催（高特１５委員会、小中８委員会）

・ステップアップカリキュラム研究開発推進事業（研究指定校４校）

・個性伸長事業の実施

社会科作品展、算数数学セミナー、科学の甲子園岐阜県大会等



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・授業改善アクションプランにより、実践研究の成果（教科の実践事例、評価問題）をホームページに公開し、各学校における授業改善を図っている。

・個性伸長事業により、優れた学力を伸ばすためのセミナー、コンテストを開催し、児童生徒の興味・関心を高め、優れた学力の伸長を図っている。

・ステップアップカリキュラム研究開発推進事業により、義務教育段階の学習内容の確実な定着と高等学校の学習への円滑な接続を図っている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	学習指導要領が実施されるに当たり、確かな学力を身に付けさせるための指導方法と教材の研究や、児童生徒の興味・関心や優れた能力を一層引き伸ばすセミナーやコンテスト及び研究校を指定した授業改善の必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・授業改善アクションプランでは、各教科において実践研究の成果が有効に活用され、授業改善が図られている。

・個性伸長事業によるセミナーやコンテストに多くの児童生徒が参加し、日頃の学習の成果を発表する場が提供されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県内教育事務所や公立高等学校等と情報交換・情報共有を密にし、密接な連携を図りながら事業の実施を行っていることもあり、事業の効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
確かな学力を身に付けさせるための指導方法と教材の研究の成果や、興味・関心や優れた能力を一層伸ばすセミナーやコンテストの成果について、全県の教員や児童生徒へ普及を図り、一層の改善を進める必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

学習指導要領の趣旨を実現し、県内全ての児童生徒の学力の育成を支援する研究や実践を積み上げていくことは喫緊かつ重要な課題であり、引き続きこれまでの成果の普及を図りながら、その成果の活用による学力向上に向けた事業の推進が必要である。


